規則別記様式第１号受付番号:

令和　年　月　日


　山形県知事　氏　　　　名　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名


令和８年度山形県事業承継促進事業費補助金交付申請書

　令和８年度において、山形県事業承継促進事業について、標記補助金　　　　　円を交付されるよう、山形県補助金等の適正化に関する規則第５条の規定により関係書類を添付して申請する。


別記様式第１号
事　業　計　画　書
１　事業者の概要等
　(1) 事業者の概要
	（１）企業名称
	

	（２）代表者職・氏名
	

	（３）住　　所
	〒


	（４）設立年月日
	　　　　　年　　月　　日

	（５）資本金	
	　　　　　　　　　　円

	（６）従業員数
	　　　　　　　　　　人（うち正社員数　　　　　人）

	（７）主たる業種
	

	（８）連絡先
	担当者所属部署名：
担当者職・氏名　：
電話番号　　　　：
ＦＡＸ番号　　　：
Ｅ－ｍａｉｌ　　：



２　申請事業の概要
	（１）事業区分
（いずれかに○）
	譲渡型　　　　　　譲受型
（相手企業名：　　　）

	（２）事業期間
	　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

	（３）計画内容
	（Ｍ＆Ａの計画内容についてわかりやすく記載してください。）
【想定スキーム】
①M&Aに向けた準備手続き（企業価値算出、事業承継計画策定等）


②M&A成立に必要な手続き（契約締結、許認可等）


【想定スケジュール】







	（４）Ｍ＆Ａの目的・必要性
	（Ｍ＆Ａの目的・背景、必要性についてわかりやすく記載してください。）







						

	（５）譲渡企業従業員の雇用計画・方針

	（譲渡企業従業員の雇用計画・方針について具体的に記載してください。）









	（６）引継ぎ事業の
成長可能性

	（事業により期待されるシナジー効果等について記載してください。）







　　

	（７）地域経済への
影響　
	（譲渡企業の取引先維持方針、シナジーによる取引先創造、譲渡後の地域貢献の見込み等について記載してください）






	






３　補助金所要額計算
	
	(A)
	(B)
	(C)
	(D)
	(E)
	(F)

	経費区分
	補助対象経費
支出予定額
（税抜）
	(A)×1/2
（千円未満切捨）
	補助基準額

	補助金所要額
(B)又は(C)
のいずれか
低い額
	自己資金
(A)-(D)
	自己資金の
内訳

	

	円

	

	

	
	
	現金・預金
円

	

	円

	
	
	
	
	その他
（　　　　）

	合計
	円

	円

	円
500,000
	円

	円

	円








(様式1)
提出書類確認書

商号又は名称　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者役職・氏名　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


　山形県事業承継促進事業費補助金の申請にあたり、以下の書類が揃っていることを確認しました。

※確認した書類については、「書類チェック」欄に☑してください。書類に不足がある場合は、補助金を申請することはできません。
	書類が揃っている場合は☑してください。
	書類チェック

	①補助金交付申請書(規則別記様式第1号) 
	□

	②事業計画書(別記様式第1号)
	□

	③提出書類確認書(様式1)　※この様式です。
	□

	④暴力団排除に関する誓約書(様式2)
	□

	⑤補助金振込先口座登録依頼書(様式3)及び振込先口座の通帳の写し
	□

	⑥県税の納税証明書（「滞納（又は未納）がない」ことの証明書）
	□

	⑦決算書の写し（直近２年間分）
	□

	⑧申請日時点で有効期限内の見積書の写し
（令和８年６月１日以降に発行されたものに限る）
※業務の名称や設備の型式、作業工程名、単価、数量、工数等の経費の内訳が記載されているもの（〇〇一式の記載は不可）
	□

	⑨支援証明書(様式4)
　（山形県事業承継・引継ぎ支援センターが発行したものに限る）
	□

	用紙サイズはＡ4判の片面印刷とします。
【提出部数】①，③，④，⑤，⑥, ⑨：１部
②，⑦，⑧：４部
	





	＜御協力のお願い＞
提出書類については、御協力いただける場合は、郵送とあわせてWordやPDF等のデータでの提出もお願いいたします。メールのタイトルは「山形県事業承継促進事業費補助金」としていただきますようお願いいたします。
メール環境がない等の理由によりメールでの提出が難しい場合は、郵送のみの提出で構いません。
メールでの提出がない場合でも、補助金の審査上不利になることはありません。

＜送付先メールアドレス＞　：　yshoshin@pref.yamagata.jp





（様式２）
暴 力 団 排 除 に 関 す る 誓 約 書

□ 私　　□ 当社　　は、
１　下記のいずれにも該当しません。将来においても該当することのないことを誓約します。
２　山形県の補助事業について、下記に該当する者であることを知りながら当該補助事業に関連する契約（資材、原材料及び物品の購入契約並びにその他の契約）を締結することはしません。
３　下記の該当の有無を確認するために、山形県から役員名簿等の提出を求められたときは速やかに提出します。また、当該役員名簿等に記載された情報等が山形県警察本部に提供されることについて同意します。
４　暴力団の不当な要求には応じません。また、山形県の補助事業について不当な要求を受けたときは、ただちに警察署へ通報（「110番通報等」）するとともに、山形県に報告します。
５　この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。

記

○　役員等（個人である場合にはその者を、法人である場合には役員又は支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。以下同じ。）が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であること。　
○　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していること。
○　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用する等していること。
○　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的に暴力団の維持及び運営に協力し、又は関与していること。
○　役員等が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していること。
○　個人である場合は、指定暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第９条に規定する指定暴力団員をいう。）と生計を一にする配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）であること。

山形県知事　殿

　　年　 月　 日

住所又は所在地

商号又は名称
代表者職氏名

　　　　　　　　　　　　本件責任者氏名　　　　　　　　連絡先電話番号
　　　　　　　　　　　　　　担当者氏名　　　　　　　　連絡先電話番号


（様式３）

年　　月　　日　　

　　　山形県知事　吉村　美栄子　　殿
申請者　住　所　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　


令和８年度山形県事業承継促進事業費補助金
振込先口座登録依頼書

　　標記補助金について、交付決定された場合の補助金の振込先は、下記のとおりです。

記

	振込先金融機関名
	

	支店名
	

	預金の種別
	普　通　　・　　当　座　　（どちらかに○）

	口座番号
	

	預金名義（カナ）
	


　　　※振込先口座の通帳の表紙及び1，２ページ目の写しを添付してください。


（様式４）受付番号:

年　　月　　日　　

　　　山形県知事　吉村　美栄子　　殿

　住　所　　　　　　　　　　　　　　
氏名又は名称　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　


支援証明書

下記「１　補助事業者」に対し、支援した内容について証明します。

１　補助事業者
(1) 名称
(2) 代表者氏名
(3) 所在地

２　事業承継の種別の確認
　☐第三者承継に該当する。

３　支援担当者
　職氏名　
　連絡先　電話
E-mail

４　支援内容　※貴センターで行った支援内容を選択してください
□承継先とのマッチング支援
□事業計画の策定等の経営支援
□事業承継に係る融資等の費用調達支援
□その他（内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
